
 

第２次宝塚市地球温暖化対策実行計画 中期目標値及び長期目標値設定の考え方 

 

１ 目標値案 

市域の温室効果ガス排出量の2017年度実績は699千ｔ-CO2であり、1990年度比で4％増となってい

る（図1）。現行計画の2020年度目標は1990年比22％減の523千ｔ-CO2であり、その達成は困難であ

るが、2030年度（中期）・2050年度（長期）の目標を設定する。 

なお、本年10月、政府が2050年の温室効果ガス排出ゼロを目指すと表明したことを受けて、 

今後、現在の国の2030年度削減目標も引き上げられることを想定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 
 

表１ 温室効果ガス削減率 

 

（1）2030年度（中期）目標 

  ・現在の国の削減目標は2013年度比26％減である。 

  ・県の「地球温暖化対策推進計画」の見直しの議論においては、2013年度比で34％減と38％減が改

定案となっている。 

 ・削減ポテンシャルは、国施策の削減取組と電気の排出係数低下（国目標の設定）により算出し、

1990年度比37％減､2013年度比47％減となっている(図1)。Ａ１､Ａ２ともポテンシャルの範囲内

である。 

 ・Ａ１、Ａ２とも、現在の国の目標2013年度比26％減を上回る削減目標となっている（図1）。 

 ・国の2013年度削減目標が引き上げられることを想定し、中期目標はＡ２とする。    

 

（2）2050年度（長期）目標 

・国の削減目標は80％減（2013年度比と考えられる）であったが、政府は実質ゼロを目指すことを

表明した。 

・削減ポテンシャルは、宝塚エネルギー2050ビジョンにおける2050年度の再生可能エネルギー活用

率に基づく。 

・2050年度の再生可能エネルギーの目標は、家庭・業務・産業部門の再エネ（電気・熱）活用率が

100％である。これにより3部門の温室効果ガス排出量がゼロとすると、温室効果ガス排出量は

1990度比76％削減できることとなる。さらに、3部門以外の運輸や廃棄物等の排出量も一定削減

することを見込むと、ポテンシャルとして、1990度比83％削減できると算出した。 

・Ｂ２は削減ポテンシャルに相当する点で妥当であるが、政府が2050年の温室効果ガス排出実質ゼ

ロを目指すことを表明したことを受け、長期目標はＢ３とする。ただし、国も目標達成に向けた

ビジョンや具体策はまだ示していない。                                                 
 

 

 

 

 

 

 

 
2017年度 

実績 

2030年度（中期） 2050年度（長期） 

ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 目 標 

案  －    － A１ Ａ２ Ｂ１ Ｂ２ Ｂ３ 

1990年度比 ＋4％  ▲37% ▲25% ▲30% ▲70% ▲80% ▲100％ 

2013年度比 － ▲47% ▲37% ▲41% ▲75% ▲83% ▲100％ 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 部門別の温室効果ガス排出量及び基準年に対する割合 ※()内は 1990年度の実績値を 100%とした時の割合 

 

温室効果ガス削減の主な取組項目（国施策参照） 

 

１ 産業部門 

① 省エネルギー性能の高い設備・機器の導入（空調､ヒートポンプ､照明､モーター､ボイラーなど） 

②FEMSを利用したエネルギー管理 ③中小規模事業者の取り組み 
 

２ 民生 家庭部門 

①新築および既築住宅の省エネルギー化 ②高効率給湯器、照明などの省エネルギー機器の普及 

③HEMS・スマートメーターを利用した徹底的なエネルギー管理 ④国民運動の推進 

⑤住宅用太陽光発電設備の導入 
 

３ 業務部門 

①新築および既築建築物の省エネルギー化 ②高効率給湯器、照明などの省エネルギー機器の普及 

③BEMS・省エネ診断を利用した徹底的なエネルギー管理 ④上下水道における省エネルギー化 

⑤エネルギーの面的利用拡大 ⑥国民運動の推進 
 

４ 交通部門 

①次世代自動車の普及・燃費改善 ②公共交通機関の利用促進 ③鉄道・トラック輸送等の効率化・グリーン化 

 

部門 1990 年実績 

(基準) 
2013 年実績 2017 年実績 

2030 年 

Potential 

2030 年目標 

A2 案 

2050 年 

Potential 

2050 年目標 

B2 案 

2050 年目標 

100%削減 

Ｂ3 案 

1 産業 192 85(44%) 60(31%) 51(27%) 50(26%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 

2 民生 家庭 175 329(188%) 267(153%) 139(79%) 166(95%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 

3 民生 業務 125 170(136%) 171(137%) 75(60%) 104(83%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 

4 運輸 142 166(117%) 155(109%) 115(81%) 117(82%) 85(60%) 105(74%) 0(0%) 

5 廃棄物 26 38(146%) 40(154%) 36(138%) 26(100%) 24(91%) 23(88%) 0(0%) 

6 その他ガス 11 7(64%) 7(64%) 6(55%) 7(64%) 4(36%) 6(55%) 0(0%) 

総排出量 670 795(119%) 699(104%) 421(63%) 469(70%) 112(17%) 134(20%) 0(0%) 

資料２ 

図１ 温室効果ガス排出量 

 


